
耐震補強で
安心な住まいづくり

～建物の地震対策～

島田市地域防災リーダー養成講座

令和８年７月16日 島田市建築住宅課
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プロジェクト 『TOUKAI-０＋』



１．プロジェクト

「TOUKAI-0＋」とは？
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目標
地震による住宅・建築物の倒壊から一人でも多くの

市民の命を守り、地震後に住み慣れた自宅での

生活を継続することで災害関連死を防ぐ

対象：昭和56年以前の木造住宅

１．プロジェクト

「TOUKAI-0＋」とは？



２．なぜ

昭和56年以前の木造住宅
が対象なの？
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地震と法律（１）

発生した主な地震 法律の動き

昭和25年 建築基準法の制定

昭和39年
新潟地震 Ｍ7.5
・石油コンビナート火災
・地震保険のきっかけ（昭和41年）

昭和43年

十勝沖地震 Ｍ7.9
・前日まで３日間の雨の影響
・地すべり、山崩れ、がけ崩れ
・比較的新しい公共建築物に被害

昭和46年
建築基準法の改正
・RC造の基準強化
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地震と法律（２）

発生した主な地震 法律の動き

昭和51年 東海地震説が発表

昭和53年
宮城県沖地震 Ｍ7.4
・家屋倒壊被害が甚大
・落下物、ブロック塀の倒壊

昭和56年
建築基準法の改正
・新耐震基準
・木造の壁量の見直し

【新耐震基準】
・震度５程度の地震で損傷しないこと
・震度６～７程度の地震で倒壊しないこと
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地震と法律（３）

発生した主な地震 法律の動き

昭和58年 日本海中部沖地震 Ｍ7.7

平成５年 北海道南西沖地震 Ｍ7.8

平成６年
北海道東方沖地震 Ｍ8.2

三陸はるか沖地震 Ｍ7.5

平成７年

兵庫県南部地震 Ｍ7.3

（阪神淡路大震災）
・死者6,434人
・旧耐震基準の建物に被害が集中
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地震による被害

◼ 平成７年 阪神淡路大震災(直下型地震)
・震災で亡くなった方の約８３％が、建物等の倒壊が原因となっている。

 ・昭和56年以前の旧耐震基準で建てられた建物に被害が集中していることが判明
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建物の地震対策推進
静岡県における地震対策

平成８年

耐震改修促進法の制定
・学校、病院、百貨店などの所有者に耐震化の努力義務
静岡県地震対策推進条例の制定
・上記以外の建物の所有者にも耐震化の努力義務
・県民の防災意識の向上

平成13年

地震対策アクションプログラムの策定
木造住宅の耐震化事業プロジェクト「ＴＯＵＫＡＩ－０」の創設

・建築物耐震診断
・建築物耐震補強
・ブロック塀撤去

令和8年
目標値である耐震化率９５％を概ね解消したが
更なる解消に向けてTOUKAI-0からTOUKAI-0＋へ
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３．耐震補強工事の概要
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３．耐震補強工事とは？

専門家による診断

診断結果に沿って設計

耐震補強工事



筋かいの設置
 

構造用合板で補強
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３．耐震補強工事とは？
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金物による補強

３．耐震補強工事とは？



14

基礎の補修・基礎の増設

３．耐震補強工事とは？
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３．耐震補強工事とは？

重い瓦葺の屋根→軽いスレート葺の屋根



4.耐震補強はなぜ必要か？

● 自分や家族の生命を守る

● 避難路や輸送路の確保

● 震災がれきを作らない
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5．プロジェクト「TOUKAI-０＋」

木造住宅に対する補助制度
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対象：昭和56年以前の木造住宅



耐震補強計画の作成・耐震補強工事
・耐震補強工事を行うための図面と計算書を作成し、耐震補強計画に

基づいて工事を行います。

４．ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ【TOUKAI-0＋】

木造住宅に対する補助制度
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例 一般世帯の場合

◼補強計画費15万円（図面作成等）

◼補強工事費215万円（工事）

◼合計15万＋215万＝230万＝事業費

◼ 230万>（上限100万）

◼今回の場合の補助額は100万円となる
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木造住宅の建替・除却に対する補助

対象

・既存住宅を除却し、同一敷地内に新築

・従前の居住者が建替え後も居住

・新築住宅が省エネ基準へ適合

・移転先が安全な場所であるか
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４．ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ【TOUKAI-0＋】

木造住宅に対する補助制度



補助額

建替工事の場合

見積り額×２３％（上限６０万円）

除却工事のみの場合

見積り額×２３％（上限３０万円）
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補助対象となるかどうか、職員が現地を確認させていただきます。
事前に市役所までご相談ください。



例１ 建替え

◼除却費用 150万円

◼新築費用3000万円

◼ 3000万＋150万＝3150万

◼ 3150万×23%＝724万（上限60万）

◼今回の場合60万円の補助となる
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例２ 除却

◼除却費用120万円

◼ 120万×23%＝27万＜（上限30万）

◼今回の場合補助額は27万円となる
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通学路・避難路沿道ブロック塀の撤去費用に対
する補助制度
【補助対象】

地震時に倒壊又は転倒するおそれがあ
る基礎を除き高さ60㎝を越えるブロック
塀等で、次のいずれかに該当するもの

①通学路・避難路に面するもの

②通学路にあっては小学校から

 半径300ｍ以内のもの
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【補助額】

「見積額」と「ブロック塀の長さｍ×20,000円/ｍ」を比較して、いずれ
か少ない額の２／３ （限度額26.6万円）

ご連絡頂ければ補助対象になるか職員が事前に確認に行きます。
必ず撤去工事をする前に、補助金申請の手続きをしてください。



例 長さ7mのブロックの場合

◼見積額18万円（業者）

◼ 7m×20,000円＝14万（基準額）

◼見積額と基準額の低い値の2/3

◼ 18万>14万

◼ 14万×2/3＝9.3万円（補助額）
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危険な崖地に近接した住宅の移転事業

【制度の概要】

危険な崖地に近接して建っている住宅を安全な場所
に移転するための費用の一部を補助します。

【対象となる住宅】

◼ 災害危険区域内の住宅で区域が指定される前に建
てられたもの

◼ 危険な崖に接している住宅で昭和29年３月以前に
建てられたもの

◼ 土砂災害特別警戒区域内の住宅で区域が指定さ
れる前に建てられたもの
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その他の地震対策
◼ 命を守る安全空間整備費補助金

対象：昭和56年以前に建てられた耐震診断の結果が1.0未満の
木造住宅で耐震補強工事を行っていない住宅

金額：耐震シェルター
４５万円（本体と設置）＋５万円（その他付帯工事）

        防災ベッド
５０万円（本体と設置）
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質問
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ご清聴ありがとうございました。

29


	スライド 1: 耐震補強で 安心な住まいづくり
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4: ２．なぜ 昭和56年以前の木造住宅　　　　　　　が対象なの？
	スライド 5: 地震と法律（１）
	スライド 6: 地震と法律（２）
	スライド 7: 地震と法律（３）
	スライド 8: 地震による被害
	スライド 9: 建物の地震対策推進
	スライド 10: ３．耐震補強工事の概要
	スライド 11: ３．耐震補強工事とは？
	スライド 12
	スライド 13
	スライド 14
	スライド 15
	スライド 16: 4.耐震補強はなぜ必要か？
	スライド 17
	スライド 18
	スライド 19: 例　　　　一般世帯の場合
	スライド 20: 木造住宅の建替・除却に対する補助
	スライド 21
	スライド 22: 例１　　　　　　建替え
	スライド 23: 例２　　　　　　除却
	スライド 24: 通学路・避難路沿道ブロック塀の撤去費用に対する補助制度
	スライド 25: 例　長さ7mのブロックの場合
	スライド 26: 危険な崖地に近接した住宅の移転事業
	スライド 27: その他の地震対策
	スライド 28: 　　　　　　　　　質問
	スライド 29

